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愛知県地域防災計画の修正(案)要旨 

 

■地域防災計画修正の根拠 

都道府県地域防災計画は、災害予防、災害応急対策、及び災害復旧等に関

する事項別の計画について定めた総合的な計画であり、毎年検討を加え、必

要があると認めるときは、修正しなければならないとされている（災害対策

基本法第 40 条）。 

また、地域防災計画の作成、修正は都道府県防災会議の所掌事務とされて

いる（災害対策基本法第 14 条）。 

 

 

■主な修正事項 

１ 風水害等災害対策計画編・地震災害対策計画編 共通修正事項 

(1) あいち防災協働社会推進協議会の活動方針の明記 

国の「災害被害を軽減する国民運動の推進に関する基本方針」を踏まえ

て、あいち防災協働社会推進協議会が策定した「災害に強い地域づくりに

向けた活動方針」に基き、行政だけでなく、事業者、自主防災組織など地

域社会に関わる全ての主体が連携・協働する、「新しい公」の領域を確立

して、地域の防災力を高めていく活動を実施していく旨の記載を追加する。 

【修正箇所】 

・ 風水害等編第 2編第 1章第 1 節１「県（防災局、各部局）及び市町村

における措置」において修正 

・ 地震編第 2編第 1 章第 1節１「県（防災局、各部局）及び市町村にお

ける措置」において修正 

【新旧対照表】 

風水害等編 P2   地震編 P3 

 

風水害等編第 2編第 1章第 1節１「県（防災局、各部局）及び市町村における措置」 

地震編第 2編第 1章第 1節１「県（防災局、各部局）及び市町村における措置」 

現行（平成 21 年 6月修正） 改   正   案 

(1) 地域における防災活動の継続的な推進の

枠組み作り 

(1) 地域における防災活動の継続的な推進の

枠組み作り 

県及び市町村は、「新しい公」という考

え方を踏まえ、県民、事業者、自主防災組

織等とが一体となって、より幅広い連携に

よる防災活動の推進や県民の防災意識の高

揚を図るため、防災活動の継続的な取り組

みを推進する枠組み作りに努めるものとす

る。 

県及び市町村は、「新しい公」という考

え方を踏まえ、県民、事業者、自主防災組

織等と一体となって、より幅広い連携によ

る防災活動の推進や県民の防災意識の高揚

を図るため、防災活動の継続的な取り組み

を推進する枠組み作りに努めるとともに、

あいち防災協働社会推進協議会が策定した

「災害に強い地域づくりに向けた活動方

針」に基づいた活動を実施するものとす

る。 

資料１ 
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(2) 非常配備体制の変更に伴う修正 

東海地震関連情報が発表された場合の非常配備体制である「地震警戒非

常配備」を見直し、非常配備体制を一元化したことを反映させ、修正する。 

【修正箇所】 

・ 風水害等編第 3編第 1章第 1 節１「県（防災局）における措置」にお

いて修正（※1） 

・ 地震編第 3編第 1 章第 1節１「県（防災局）における措置」（※1）及

び第 5編第 2章第 1 節１「県（防災局）における措置」（※2）において

修正 

【新旧対照表】 

風水害等編 P8   地震編 P8,21 

 

（※1）風水害等編第 3編第 1章第 1節１「県（防災局）における措置」 

地震編第 3編第 1章第 1節１「県（防災局）における措置」 

現行（平成 21 年 6月修正） 改   正   案 

(6) 災害対策本部職員の動員 (6) 災害対策本部職員の動員 

（非常配備体制） （非常配備体制） 

区分 参集基準 

第 2 非 

常配備 

○準備体制 

・小規模の災害が発生するおそれがあると

き、又は小規模の災害が発生したとき 

○警戒体制 

・相当規模の災害が発生するおそれがあると

き、又は相当規模の災害が発生したとき 

・震度５弱の地震が発生したとき 

 

第 3 非 

常配備 

・大規模の災害が発生するおそれがあると

き、又は大規模の災害が発生したとき 

・震度５強以上の地震が発生したとき 

 

 
 

区分 参集基準 

第 2 非

常配備

○準備体制 

・小規模の災害が発生するおそれがあると

き、又は小規模の災害が発生したとき 

○警戒体制 

・相当規模の災害が発生するおそれがあると

き、又は相当規模の災害が発生したとき 

・震度５弱の地震が発生したとき 

・東海地震観測情報が発表されたとき 

第 3 非

常配備

・大規模の災害が発生するおそれがあると

き、又は大規模の災害が発生したとき 

・震度５強以上の地震が発生したとき 

・東海地震注意情報が発表されたとき 

・警戒宣言が発せられたとき 

 

（※2）地震編第 5編第 2章第 1節１「県（防災局）における措置」 

現行（平成 21 年 6月修正） 改   正   案 

(1) 東海地震注意情報が発表された場合は、

愛知県災害対策実施要綱に定めるところに

より県地震災害警戒本部開設準備室を設置

する。 

(1) 東海地震観測情報又は東海地震注意情報

が発表された場合は、愛知県災害対策実施

要綱に定めるところにより県災害対策本部

を設置する。 

 



(3) 緊急消防援助隊に関する記載の整理 

緊急消防援助隊の受け入れに係る調整本部の設置や受援計画に基づく受

け入れ体制についての記載を追加する。 

さらに、地震編にあっては、東海地震及び東南海・南海地震に関する受

け入れ体制についての記載を追加する。 

【修正箇所】 

・ 風水害編第 3編第 4章第 2 節２「県（防災局）における措置（緊急消

防援助隊等）」において修正 

・ 地震編第 3編第 4 章第 2節２「県（防災局）における措置（緊急消防

援助隊等）」において修正 

【新旧対照表】 

風水害等編 P10   地震編 P9,10 

 

風水害編第 3編第 4章第 2節２「県（防災局）における措置（緊急消防援助隊等）」 

地震編第 3編第 4章第 2節２「県（防災局）における措置（緊急消防援助隊等）」 

現行（平成 21 年 6月修正） 改   正   案 
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県は、県内における大規模災害の発生に

際し、消防庁長官に対して、人命救助活動

等に当たる他の都道府県で編成している緊

急消防援助隊の応援、ヘリコプターによる

広域航空消防応援等の要請を行うものとす

る。 

県は、県内における大規模災害の発生に

際し、消防庁長官に対して、人命救助活動

等に当たる他の都道府県で編成している緊

急消防援助隊の応援、ヘリコプターによる

広域航空消防応援等の要請を行うものとす

る。 

また、愛知県消防応援活動調整本部を県庁

に設置し、緊急消防援助隊及び愛知県内広

域消防相互応援協定に基づく消防活動の調

整等を実施するとともに、「愛知県緊急消防

援助隊受援計画」による的確な受け入れ体

制を早期に確立するものとする。 

なお、東海地震及び東南海・南海地震にお

いては、消防庁がそれぞれの地震に対して

策定する緊急消防援助隊運用方針及びアク

（地震編のみ） ションプランに基づき、本県の要請がなく

とも緊急消防援助隊の出動が行われること

から、同様な受け入れ体制を確立するもの

とする。 
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２ 風水害等災害対策計画編修正事項 

○ 気象予警報の発表内容の変更に伴う修正 

気象庁が行う気象に関する予警報について、従来は愛知県内を 8つの区

域に区分して発表してきたが、平成 22 年 5 月からは市町村単位で発表さ

れる旨の記載を追加する。 

【修正箇所】 

・ 風水害等編第 1編第 2章第 2 節「処理すべき事務又は業務の大綱」中、

「名古屋地方気象台」の項において修正 

【新旧対照表】 

風水害等編 P1 

 

風水害等編第 1 編第 2 章第 2 節「処理すべき事務又は業務の大綱」中、「名古屋地方気

象台」の項 

現行（平成 21 年 6月修正） 改   正   案 

(2) 気象、地象、水象についての警報及び注

意報等を発表する。 

 

(2) 気象、地象、水象についての警報及び注

意報等を発表する（気象警報・注意報につ

いては市町村を単位とした発表を実施す

る。）。 

 

３ 地震災害対策計画編修正事項 

○ 東海地震に関する情報の変更に伴う修正 

東海地震観測情報の情報文について、東海地震の前兆現象の可能性につ

いて直ちに評価できない場合に、「東海地震との関連性を調査中」と明記

して発表されること等を反映させ、修正する。 

【修正箇所】 

・ 地震編第 5 編第 1 章第 2 節１「情報の種類」の表中「東海地震観測情

報」の項において修正 

【新旧対照表】 

地震編 P20 

 

地震編第 5編第 1章第 2節１「情報の種類」の表中「東海地震観測情報」の項 

現行（平成 21 年 6月修正） 改   正   案 

東海地震の観測データに異常が現れている

が、東海地震の前兆現象の可能性について直

ちに評価できない場合等に、この情報文の冒

頭で「東海地震との関連性を調査中」と明記

して発表される。なお、本情報が発表された

後、東海地震発生のおそれがなくなったと認

められた場合や地震現象について東海地震の

前兆現象とは直接関係ないと判断した場合

は、この情報の中で、安心情報である旨 明

記して発表される。 

東海地震の観測データに異常が現れている

が、東海地震の前兆現象の可能性について直

ちに評価できない場合等に、この情報文の冒

頭で「東海地震との関連性を調査中」と明記

して発表される。なお、本情報が発表された

後、東海地震発生のおそれがなくなったと認

められた場合や地震現象について東海地震の

前兆現象とは直接関係ないと判断した場合

は、「東海地震観測情報（調査中）を解除」

と明記して発表される。 
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